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に検討 した上で、公共経済学や公共政策学などの公共性論を中心に 「新 しい公共性」
に求められるものを探る。そ して、中央教育審議会の言う 「新たな公共」 と比較 し、
学校教育、 とりわけ道徳教育においていかに 「新 しい公共性」を育むのかを論 じる。
キーワード 公共性、道徳教育、市民活動、地域社会
はじめに
2004年 現在の学習指導要領第1章 「総則」によると、「学校における道徳教育は,学 校の教








者 とのかかわ りが生 じる。よりよく生きるという欲求や理想的価値への志向性は、具体的な日






教育における 「新しい公共性」について(渡 邉 国昭)
識者の間で高まっている。 この 「私事化」に応答する 「公共性」の論議は、近年のグローバリ
ゼーションの論議とともに、学校教育に求められる新 しい潮流を生み出している。
しかし、この潮流には幾分か復古的な側面も見て取れる。例えば、い くつかの審議会答 申に
見ることができる。1980年 代 の臨時教育審議会での議論を経て、2000年 の教育改革国民会議の




こうした論議では、公私の対概念が前提 となってお り、公 と私が正反対の概念として、二項
対立の構図を持っているという捉え方がなされている。
本研究では、近年の学校教育論議の中に登場する 「新 しい公共性」について考察する。従来
の 「公共性」の枠組を再検討 し、「新 しい公共性」に求められるものを検討したい。また、上記
の中央教育審議会において 「新 しい公共性」が道徳教育に求められていることに着 目し、現在
の学校教育において道徳教育が担っている役割を踏 まえた上で、道徳教育において 「新 しい公
共性」がいかに育まれるのかを検討 してい く。
第1章 従来 の公共性 に関 する論議
本章では、「公共性」の問題がどう捉えられてきたのかを再検討する。公共性は、西洋 と日本
では捉え方が大 きく異なっていた。その差異は日本が近代を迎えても依然 として存在 し、それ
が、現代の公共性論議に少なか らず影響 していると言える。そこで、まず、西洋における公共























家庭 と家族中心の自然的な結合 とは相反する政治的組織 を作 る点だと指摘する。また、人間の
私的生活とは異なる共同体に属する生活に支えられることで都市国家が勃興 したことから、人
間事象の領域においては、単に必要なもの、有益なものは厳格に除かれていった。









アレントによると公的領域は2つ に分類できる。1つ は、万人に共通の公示領域 としての領
域である。万人によって見 られ、聞かれ、可能な限 り最も広 く公示される。すなわち、個人的




分 自身が 「認識」できないほどリアリティを見失っている状態であ り、このような最 も極端な
主観的状態か ら生活の外部的世界へ抜け出すのが困難 な状況は公的領域に存在で きないと指摘
している。
もう1つ は世界そのものである。ここでいう世界とは、我々人間のすべてに共通するもので、
私的に所有 している場所 とは異なる。そ して、この世界は人間の工作物や人間の手が作った製
作物 に結びついており、 この人工的な世界に共生 している人々の問で進行する事象に帰結 して
いるとアレントは指摘 している。
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このように、世界の中で共生することは、事物の世界 自体はその事物を共有 している人々の
真中にあるということであり、その世界は人々を結びつけると同時に分離 させ もするのである。
私の意である英語のprivateは、「奪われるdeprived」 か ら派生 した言語である。では、何 から
奪われているのか。アレントによると、①他者によって見られ聞かれることか ら生 じるリアリ
ティを奪われていること、②事物の共通世界の介在によって他者 との結びつ き、分離 されてい





ものだと指摘 している。つまり、両領域の間にはまった く媒介が存在 しないとしているのであ
る。アレントは、我々が私的領域から公的領域へと現れる際には 「勇気」 という主体的判断が










は、国民大に拡大された家としての理解を促 している。 ここでは、政治的組織形態 を国民 と、
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メディアによって公論を形成 し、政治的領域への要求をはじめた。特に1789年 のフランス革命





















































できない財 とサービスを公共性の 「見える手(visiblehand)」 として分配する構造を中心に進
められてきた。宮本憲一は、市場が自由を獲得する条件 として、私有財が交換価値に基づいて
分配され、公共的領域が、民主主義を存立条件 として、公共財(publicgoods)を 社会的使用
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が市場経済化することの二点か ら、閉塞状況への対応、世界規模の競争に的確に対応で きる政
府が望まれるようになる。現状では、新 自由主義的な政策として、地方分権や民活、自由など





そ して、地方分権の進行 とともに、 まちづ くりの主導権 と責任が行政の独占から解放 され、
地域社会の住民や企業などの多様 な主体 に振 り分けられるようになると、最適な役割分担か ら、
地域社会全体の公共性が担保 されるようになる。
この地域社会における公共性の変化を富野暉一郎は、「公共性の市民化」 とし、「公共」 ニ
「官(行 政)」 という行政が従来独 占してきた 「公共」を、「公(お おやけ)」 二権力軸 と 「共
(共同)」=連 帯軸とに分解 し、再構成することで説明している。
従来の 「公共」事務を、権力 という強制力によってしか執行で きない、または権力
を背景に実行されることがもっとも効率的でありかつ社会的に有効である 「公(行 政)」
的事務 と、地域社会における住民の連帯や各種資源のネットワーク化によって機能す
る 「共(連 帯)」 的事務に分割して官民の役割分担を再構成することである。その場合
その公 ・共 ・私の各セクターの組合せが地域社会の諸活動の総体 となりかつ地域社会
における各主体が自律 と対等の関係で協働する 「公 ・共 ・私」を基本構造 とする地域
社会への転換が新たに拡張された公共空間を構成することになる。
その結果、地域社会は、行政=「 官」が地域社会の住民e「 民」を指導 し啓発 して
課題の解決に当たる 「官民型社会」から、行政 と私的領域の問に住民が連帯 して直接
地域社会を動かす社会的領域としての 「共」が介在する 「公 ・共 ・私型社会」に転化
することになる。ここでいう、「官民型社会」か ら 「公 ・共 ・私型社会」への転換は、
従来の市民参加 とは質的に異なっていることに注意が必要である。市民は行政に参加
するのではなく、「公共」を独占して来た 「官」か ら 「共」をいわば剥ぎ取ることで、
地域社会の新たな公共空間に 「参加」するのである。(12)
このように富野は公共性概念の変化を、行政の形態変化に伴う主体の拡大を基軸として、「公









































・個人や団体が地域社会で行 うボランティア活動やNPO活 動など、互いに支え合 う互
恵の精神に基づ き、利潤追求を目的 とせず、社会的課題の解決に貢献する活動






充実を図ることが、社会に役立つ活動に主体的に取 り組む、新たな 「公共」を支 え
る人問に成長 してい く基盤にもなる
・思いや りの心や豊かな人間性や社会性、自ら考え行動できる力などを培っていくこと
とされている。現在見 られる教育病理の解決の手段 として、こちらも公共性を道徳教育 に大き
く期待 していることがうかがえる。特に、奉仕活動や体験活動を重視 し、社会の中でいかに公
共を支える活動を担わせるかを期待する方向性が現れている。
教育改革国民会議 も中央教育審議会 も、「奉仕活動」や 「体験活動」という共通部分があるが、


















第3章 道徳教育 によ る 「新 しい公共性 」の創造
1「 新 しい公共性」の枠組み











住民のニーズに必ず しも対応しきれなかった。すなわち、これか らの公的領域には、これ らの
ニーズの発生源である私的領域や社会的領域 との柔軟な関係性の形成が必要 となる。それが
「新 しい公共性」へ の第一歩であり、そのために、従来の公的領域 の中に、 ボランティアや
NPOな ど、様々な形態の組織を組み入れる必要がある。
2002年 以降、複数の中央教育審議会答 申の中に 「新たな公共」 という言葉が:登場するように
なった(16)。それ ら答申の中で示されている 「新 しい公共」の概念は2つ の特徴を内在させてい
る。1つ は従来の 「官」と 「民」 という二項対立的な枠組みでは捉えきれないことであり、 も
う1つ は個人が経験や能力を生かし、個人や団体が支え合 うということの2点 である。そして、
その 「新たな公共」を支えるのは 「豊かな人問性や社会性」をもった 「社会に役立つ活動に主
体的に取 り組む」人間だとしている。
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と表現)が 先行 してお り、その中に参加するという形なのに対 し、「新 しい公共性」では、市民
的ニーズが先行 し、それに基づいて何らかの市民活動が創出される形である。「新たな公共」の
形では、従来の形の公共性 と異なる道を模索 しながら、国民に対 してある一定の公共性の様式
を提示する形になっていると言える。
表1「 新たな公共」 と 「新 しい公共性」の比較
新たな公共 新 しい公共性













と平行 して、市民活動に関する教育 も充実させる必要がある。将来的な自己実現の選択肢 をよ






な参加意欲 を促すことに主眼を置 くわけではない。前述のように 「新 しい公共性」にはより柔
軟な公的領域の形成が必要となるが、諸活動に対する理解、関心を育むことは、将来的に公的


















きく関与 していたのが、新聞をは じめ とするマス ・メディアの存在だと言っている。かつての






公的領域が市民 レベルにまで拡大 して くることによって、第2の 構造転換 とも言えるような
「新 しい公共性」の枠組へ と変化の兆 しが見えてきた。





からはじめなければならない と考える。すなわち、公共性の構造 と意識の両方か らの転換が
「新 しい公共性」を育むということである。
〔注〕
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(4)ア レン トは、生存 に深 く結びつ いた活 動力 として、「労働」 をあげてい る。 また、 それに対 し、人間
の個体 の生命 を超 えて存 在す る 「世界」 の もの を作 り出す 活動 力 として 「仕事」 をあげて いる。ア
レン トに とって 「労働」 とは、消費 と結びつ き、生への必然(necessity)と 不可分で はない私的領
域 に位置 する ものであ る。そ して、「仕事」 とは、他者 と同 じであ ることを示す 「行動behavior」 と
して、一つ の生命 のみ では存在 しえない公的領域に位置す るものである。
現代 におい て 「労働」 と 「仕事」が ほ とん ど同義語 として捉え られ るのは、社会的領域 の拡大 に
したが って、 公的領域 と私的領域 の境 界線が あいまいになってい るか らだ としてい る。 しか し、二
つ の活動 の 「生 産物」 を比較すれ ば、持続性の観点で、両者の差が明確 になる とも言 っている。
(5)ハ ンナ ・ア レン ト前掲書p.64
(6)ユ ルゲ ン ・ハーバーマス著 細 谷貞雄 山田正 行訳 『公共性 の構造転換 市民社会 の一 カテゴリーにつ
いての探 求』未來社1994pp.249-252
(7)ユ ルゲ ン ・ハーバーマス前掲書p.253
(8)ユ ルゲ ン ・ハーバーマス前掲書p.253-255
(9)千 石好郎編 『モ ダンとポス トモ ダン 現代社 会学か らの接 近』法律文化社1994p.158
(10)ギ デ ンスは、 リスクを外 部 リス クと人工 リス クとに区分 し、外 部 リス クを自然発 生的 なリスク とし
て地震、 洪水 などをあげ、人工 リスクを人間が作 った リス クとして地球温暖化 や遺伝子組み 替 え食
品 な どを例示 している。ギデ ンスは リスクに対 して、 人工 リス クを避 け自然に帰 るとい う道 で はな
く、 リス クを管理す る と同時 に、 リスクへ の積極 的挑 戦に よって経済の活性化 、社会改革 の原動力
にす る ことを主張 し、そのため に技術者 の言 うこ とを鵜 呑み にしないこ とや、技 術情報 の公開 など
が必要 だと している。
(11)大 塚 善樹著 「公共性 、ま々は生命の外部」(『現代思想2003年ll月 号』青土社2003)pp.97-99
(12)富 野暉一郎著 「公共政策 の研究、教育 と自治体実務」
http://www.law.ryukoku.ac.jp/～tomino/chosaku/2004/3.htmlよ り
(13)中 村清著 『道徳教育論 一価値 多様化時代 の道徳教育 一』東洋館出版社2001pp.113-120
(14)「 教育 を変え る17の 提案」報告2000年12月22日
(15)「 青少年の奉仕活動 ・体験 活動の推進方 策等 につ いて」 答申2002年7月29日
(16)中 央教育審議 会で は、2002年7月29日 の 「青少年 の奉 仕活動 ・体験活動 の推進 方策 について」 答 申
や、2003年3月20日 の 「新 しい時代 にふ さわ しい教育基本法 と教育振興基本計画 の在 り方につ いて」
答 申など、「新た な公共」 とい う表記が多 く登場 している。
(わ た なべ くにあ き 教 育 学研 究科 生 涯教 育専 攻博 士 後 期 課 程)
(指導:山 崎 高哉 教 授)
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